【様式例】
介護サービス第三者評価契約書（ひながた）　20210820

　（受診事業所）を甲とし、（評価機関◯◯）を乙として、甲乙両当事者は、次のとおり契約を締結する。
第１章　総則
（契約要項）
第１条　本契約の要項は、次のとおりとする。
(1)目的　　
　 ①介護サービス利用者の保護を図り、利用者本位のより質の高い介護サービスを確
　 保すること。
   ②事業者として、自らが提供するサービス内容の適正性を点検すること。
　 ③利用者に事業所情報を提供することにより、安心してサービスを選択してもらう
　 環境をつくること。
(2)評価料金　　　金●●●円（115,238円又は125,714円）（１事業所当たり）
         うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ●●●円（10,476円又は11,428円）
「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第２８条第１項
及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定
により算出したもので、委託料に１１０分の１０を乗じて得た額である。

(3)契約期間　　契約締結日から令和　　年　　月　　日まで　

（定義）
第２条
本契約において、「第三者評価」とは、乙が、京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構が定めるガイドラインに従い、共通評価項目を用いて実施する介護保険法（平成９年法第１２３号）第８条第1項に規定する居宅サービス（ただし、居宅療養管理指導を除く）、同条第14項に規定する地域密着型サービス、同条第24項に規定する居宅介護支援、同条26項に規定する施設サービス、第８条の２第1項に規定する介護予防サービ（ただし、介護予防居宅療養管理指導を除く）及び同条第12項に規定する地域密着型介護予防サービスに関して行う第三者評価をいう。
２　本契約において、「評価調査者」とは、京都介護・福祉サービス第三者評価等支
援機構が実施する介護サービス評価調査者養成研修を修了している者で、かつ京都介
護・福祉サービス第三者評価等支援機構が公表する名簿に登載されている者をいう。

（業務の完了）
第３条　本契約に基づく乙の業務は、第三者評価結果等について、第10条の規定により
　乙が京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構に報告を行うことにより完了した
ものとみなす。　

（契約金額の支払い）
第４条  甲は、乙からの請求を受けた後、●●日以内に、乙が指定する方法で、第1条第２号に定める評価料金を支払うものとする。
２　支払期日において、本条第１項に定める契約金額の支払いがなされない場合は、乙
　は甲に対して、支払期日の翌日から支払完了の日までの日数に応じて、年率３．６パ
　ーセントの割合で計算した遅延利息を評価料金と併せて請求できるものとする。
３　甲は、（審査委員会を終えたにも関わらず）評価結果の一部又は全部について、公表に至らなかった場合においても、乙に対して、第１条（２）に定める評価料金から、乙が京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構に対して支払う公表手数料を除いた金額を支払うものとする。

第２章　受診事業所の義務
（評価の実施に関する事項）
[bookmark: _Hlk80352384]第５条　甲は、自らのサービス提供に支障のない限り、また利用者との利用契約に反しない限り、乙が行う第三者評価の実施に協力するものとし、乙との協議のうえ、甲及び利用者に関する情報を提供するものとする。
２　甲は、乙が訪問調査においてヒアリングを実施する際、利用者の心身の状況等に配
　慮を要する場合は、乙に対して必要な情報を提供することとし、甲乙協議の上、慎重
　に実施するものとする。

（評価情報の公表の承諾）
第6条 甲は、乙が甲に係る第三者評価の結果を京都介護・福祉サービス第三者評価等
支援機構に対して報告することを承諾するものとする。
２　甲は、京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構が、前項の報告内容を公表す
ることを承諾するものとする。
　　ただし、甲が評価結果の一部又は全部について、公表することを承諾できない合
　理的な理由がある場合は、理由を付したうえでその旨を申し出ることができるものと
　する。
３　前項の申し出は、乙を通じて京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構に対し
て行うものとする。

第３章　評価機関の責務
（第三者評価の実施）
第７条　乙は、第三者評価の実施にあたっては、第三者評価が適正に行われるよう相当
　の注意及び監督を尽くさなければならない、
２　訪問調査は、乙に所属する（●）人の評価調査者が行うものとする。　
３  評価結果は、乙が設置する評価審査委員会において決定するものとする。
４　乙は、第三者評価結果として、評価結果対比シート及びアドバイスレポートを作成
　するものとする。
５　乙は、前項の第三者評価結果を作成した場合、甲に対して速やかに通知するととも
　に、その内容について説明を行うものとする。

（身分を証する書類の携行）
第８条　評価調査者は、訪問調査の実施にあたっては、乙に所属する評価調査者である
　ことを証する書類を携行し、甲から提示を求められた際にはそれを提示しなければな
　らない。

（法令違反等に係る報告）
第９条　乙は、第三者評価の実施中に、甲について明らかな法令違反の状況を知り得た
　場合、利用者の生命・身体の危機があると認められる場合等には、京都府及び保険者
　にその状況等を直ちに報告するものとする。

（第三者評価結果等の報告）
第10条　乙は、京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構と別に締結している契約
に基づき、第三者評価結果及びその実施体制等について京都介護・福祉サービス第三
者評価等支援機構に報告を行うものとする。
２　乙は、甲が評価結果の一部又は全部について公表を承諾できない場合は、その旨
及びその理由について京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構に報告するもの
とする。 
３　乙は、京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構が前項の報告の内容について、相当の合理性を認めた場合は、甲に係る評価結果の一部又は全部の公表に代えて、当該報告の内容を公表することを承諾するものとする。

（守秘義務）
第11条　乙が収集する甲及び利用者に関する情報は、第三者評価の実施に必要な最小限
　の範囲であることとし、乙は収集した情報を本契約の目的以外に使用してはならない。
２　乙は、評価を実施する上で知り得た事業者及び利用者に関する情報を、第三者に漏
らしてはならない。
３　乙は、本契約に基づき第三者評価を実施するための個人情報の取扱いについては、
　別記「個人情報取扱特記事項」を遵守するものとする。
４　乙は、本契約に基づき作成した評価結果に関する書類について、善良なる管理者の
　注意をもって５年間管理・保管した後、廃棄処分するものとし、保管期間中は、本件
　第三者評価に係る業務以外の用途に使用しないものとする。
５　本条の規定は、この契約期間の終了後及び契約解除後も同様とする。

（評価調査者の禁止行為）
第12条　乙に所属する評価調査者は、訪問調査等の実施にあたって、次の各号に該当す
　る行為を行なってはならない。
（１）甲又は甲の関係者から、第三者評価に係る料金とは別に金品又はその他の利益を
　得て、若しくは義務を免れることにより、甲に有利又は不利な評価結果を導き、もっ
　て第三者評価に対する信頼を損なう行為
（２）第三者評価の実施において、介護サービス利用者や介護サービス事業所の従業者
　その他の者の権利を不当に侵害する行為
（３）守秘義務に反する行為
（４）その他第１号から第３号までに掲げる行為に準ずる不適当な行為、又は介護保険
　法（平成９年法第１２３号）等関係法令に違反する行為

　第４章　契約の解除
（契約内容の変更）
第13条　甲及び乙は、本契約締結後の事情により、契約内容の全部若しくは一部を変更
　し、又は一時中止することができる。この場合において、契約金額を変更する必要が
　あるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

（契約の解除）
第14条　甲及び乙は、この契約締結後の事情により、本契約を解除することができる。　    　この場合において、甲が乙に支払う費用（ただし、評価料金から公表手数料を除いた金額を上限とする。）については、あらかじめ、乙が書面に定め、甲に対して説明を行い同意を得るものとする。

（受診事業所からの契約の解除）
第15条　甲は、乙が次の各号に該当する場合には、本契約を解除することができる。
（１）乙が正当な理由なく本契約に定める第三者評価を実施せず、甲の請求にもかかわ
　らず、これを実施しようとしない場合。
（２）乙が第１１条に定める守秘義務に違反した場合。
（３）乙が甲もしくは利用者等の生命・身体・財産・信用等を傷付け、又は著しい不信
　行為を行うなど、本契約を継続し難い重大な事情が認められる場合。
（４）評価を実施中に、乙が京都府の認定を取り消された場合。

（評価機関からの契約の解除）
第16条　乙は、甲が次の各号に該当する場合には、本契約を解除することができる。
（１）甲が乙及び乙に所属する評価調査者の生命・身体・財産・信用等を傷付け、又は
　著しい不信行為を行うなど、本契約を継続し難い重大な事情が認められる場合。
（２）甲が評価対象の介護保険指定事業所でなくなった場合　

（損害賠償）
第17条　乙は、その責めに帰すべき事由により、契約内容に関し甲又は第三者に損害を
　与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
２  甲は、その責めに帰すべき事由により、契約内容に関し乙又は第三者に損害を与え
　たときは、その損害を賠償しなければならない。

第５章その他
（苦情対応）
第18条　乙は、甲又は利用者等からの第三者評価に関する苦情に対して、適切に対処し
　なければならない。

（協議）
第19条　この契約書に定めのない事項又はこの契約書の条項について疑義が生じたとき
は、甲乙協議の上、誠意をもって解決するものとする。




　本契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲、乙が記名押印の上、甲乙各自１通を保有する。




  令和　　年　　月　　日

            甲　住所
　　　　　　　　事業所番号
                事業所名
                代表者名

　　　　　　乙　住所
                評価機関名                                 
                代表者氏名                                 


別記　
個人情報取扱特記事項

（基本的事項）
第１　乙は、本契約による甲又は利用者に係る個人情報の取扱いに当たっては、個人の
　権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。

（秘密の保持）
第２　乙は、第三者評価の実施に関して知り得た甲又は利用者に係る個人情報を他に漏
　らしてはならない。
２　前項の義務は、本契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（目的外収集・利用の禁止）
第３　乙は、第三者評価を実施するために、甲又は利用者に係る個人情報を収集し、又
　は利用するときは、契約の目的を遂行するために必要な最小限の範囲内において行う
　ものとする。

（第三者への提供の禁止）
第４　乙は、第三者評価の実施のために甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、第三者に提供してはならない。

（訪問調査時の個人情報の取扱）
第５　乙は、訪問調査時において、第三者評価の実施のために甲から提供を受け、又は
　自らが収集し、若しくは作成した利用者の個人情報が記録された資料等を、甲の承諾
　なしに複写し、又は複製してはならない。
５　乙は、前項により甲から提供を受け、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情
　報が記録された資料等を甲の承諾なしに事業所の外に持ち出してならない。

（適正管理）
第６　乙は、第三者評価の実施のために甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若し
　くは作成した個人情報を適正に管理するものとし、資料等の滅失及びき損の防止に努
　めるものとする。

（資料等の返還等）
第７　乙が、第三者評価の実施のために甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若し
　くは作成した個人情報が記録された全ての資料等は、その契約終了後、甲から指示が
　あった場合、直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。

（事故の場合の措置）
第８　乙は、個人情報の取扱に関して、本契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそ
　れのある場合は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

